
平
成
十
六
年
内
閣
府
令
第
十
七
号

公
認
会
計
士
法
第
二
十
八
条
に
規
定
す
る
研
修
に
関
す
る
内
閣
府
令

公
認
会
計
士
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
号
）
第
二
十
八
条
（
同
法
第
十
六
条
の
二
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及
び
第
四
十
九
条
の
五
の
規
定
に
基
づ
き
、
公
認
会
計
士
法
第
二
十
八
条
に
規
定
す
る
研
修
に

関
す
る
内
閣
府
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

（
研
修
の
受
講
）

第
一
条
　
公
認
会
計
士
（
公
認
会
計
士
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
十
六
条
の
二
第
五
項
に
規
定
す
る
外
国
公
認
会
計
士
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
は
、
一
事
業
年
度
（
四
月
一
日
か
ら
翌
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
期
間
を
い
う
。

以
下
同
じ
。
）
に
つ
き
、
日
本
公
認
会
計
士
協
会
（
以
下
「
協
会
」
と
い
う
。
）
が
行
う
研
修
（
法
第
二
十
八
条
に
規
定
す
る
研
修
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
四
十
単
位
（
第
三
条
に
お
い
て
「
必
要
単
位
数
」
と
い
う
。
）
以
上
受
け

る
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
単
位
の
計
算
方
法
に
つ
い
て
は
、
講
義
に
よ
り
行
う
研
修
一
時
間
を
一
単
位
と
す
る
こ
と
を
基
本
と
し
て
、
研
修
の
方
法
ご
と
に
協
会
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

（
研
修
の
免
除
）

第
二
条
　
公
認
会
計
士
は
、
一
事
業
年
度
を
通
じ
て
、
次
に
掲
げ
る
事
由
の
い
ず
れ
か
に
よ
り
公
認
会
計
士
と
し
て
の
業
務
を
行
わ
な
い
場
合
、
又
は
行
わ
な
い
と
見
込
ま
れ
る
場
合
に
は
、
日
本
公
認
会
計
士
協
会
会
長
（
以
下
「
会

長
」
と
い
う
。
）
に
対
し
、
当
該
事
業
年
度
の
研
修
の
免
除
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一
　
負
傷
又
は
疾
病
の
た
め
に
療
養
す
る
こ
と
。

二
　
国
会
議
員
又
は
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
で
あ
る
こ
と
。

三
　
国
又
は
地
方
公
共
団
体
に
常
時
勤
務
す
る
こ
と
。

四
　
監
査
法
人
又
は
監
査
法
人
が
実
質
的
に
支
配
し
て
い
る
も
の
と
し
て
公
認
会
計
士
法
施
行
規
則
（
平
成
十
九
年
内
閣
府
令
第
八
十
一
号
）
第
五
条
に
規
定
す
る
関
係
を
有
す
る
法
人
そ
の
他
の
団
体
以
外
の
団
体
に
常
時
勤
務
す

る
こ
と
。

五
　
所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
第
二
条
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
非
居
住
者
で
あ
る
こ
と
。

六
　
公
認
会
計
士
と
し
て
の
業
務
を
行
わ
な
い
こ
と
が
相
当
で
あ
る
事
由
で
あ
っ
て
、
前
各
号
に
準
ず
る
も
の

２
　
公
認
会
計
士
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
す
る
場
合
に
は
、
遅
滞
な
く
、
別
紙
第
一
号
様
式
に
よ
り
作
成
し
た
研
修
免
除
申
請
書
に
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
由
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
て
、

会
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
会
長
は
、
前
項
の
申
請
書
を
受
理
し
た
と
き
は
、
こ
れ
を
審
査
し
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
金
融
庁
長
官
の
承
認
を
経
て
、
当
該
申
請
を
し
た
公
認
会
計
士
に
対
し
、
当
該
申
請
に
係
る

研
修
の
免
除
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

４
　
会
長
は
、
前
項
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
金
融
庁
長
官
に
対
し
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
対
す
る
意
見
を
付
し
て
必
要
な
書
類
を
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。

５
　
金
融
庁
長
官
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
第
三
項
の
承
認
を
す
る
も
の
と
す
る
。

６
　
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
し
た
公
認
会
計
士
は
、
当
該
申
請
に
係
る
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
研
修
の
免
除
が
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
事
業
年
度
の
研
修
を
受
け
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
研
修
の
必
要
単
位
数
の
軽
減
）

第
三
条
　
公
認
会
計
士
は
、
前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
由
の
い
ず
れ
か
に
よ
り
公
認
会
計
士
と
し
て
の
業
務
を
行
わ
な
い
期
間
が
一
事
業
年
度
の
相
当
の
部
分
に
及
ぶ
場
合
、
又
は
及
ぶ
と
見
込
ま
れ
る
場
合
に
は
、
会
長
に
対
し
、

当
該
事
業
年
度
の
研
修
に
つ
い
て
必
要
単
位
数
の
軽
減
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
公
認
会
計
士
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
す
る
場
合
に
は
、
遅
滞
な
く
、
別
紙
第
二
号
様
式
に
よ
り
作
成
し
た
研
修
軽
減
申
請
書
に
、
前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
由
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
添

付
し
て
、
会
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
会
長
は
、
前
項
の
申
請
書
を
受
理
し
た
と
き
は
、
こ
れ
を
審
査
し
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
別
表
に
定
め
る
基
準
に
従
い
、
金
融
庁
長
官
の
承
認
を
経
て
、
当
該
申
請
を
し
た
公
認
会
計

士
に
対
し
、
当
該
申
請
に
係
る
研
修
の
必
要
単
位
数
の
軽
減
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

４
　
会
長
は
、
前
項
の
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
金
融
庁
長
官
に
対
し
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
対
す
る
意
見
を
付
し
て
必
要
な
書
類
を
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。

５
　
金
融
庁
長
官
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
第
三
項
の
承
認
を
す
る
も
の
と
す
る
。

６
　
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
し
た
公
認
会
計
士
は
、
当
該
申
請
に
係
る
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
研
修
の
必
要
単
位
数
の
軽
減
が
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
事
業
年
度
に
お
い
て
、
軽
減
さ
れ
た
単
位
数
の
研
修
を
受
け
る

こ
と
を
要
し
な
い
。

（
研
修
の
計
画
及
び
実
施
状
況
の
報
告
の
徴
取
）

第
四
条
　
金
融
庁
長
官
は
、
法
第
四
十
六
条
の
十
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
協
会
に
対
し
、
事
業
年
度
の
半
期
ご
と
に
、
研
修
の
計
画
及
び
実
施
状
況
の
報
告
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。

附
　
則

こ
の
府
令
は
、
平
成
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
一
二
月
二
二
日
内
閣
府
令
第
一
〇
七
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
府
令
は
、
平
成
十
八
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
九
年
一
二
月
七
日
内
閣
府
令
第
八
四
号
）

こ
の
府
令
は
、
公
認
会
計
士
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
五
月
七
日
内
閣
府
令
第
二
号
）

1



こ
の
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
六
月
二
四
日
内
閣
府
令
第
一
四
号
）

こ
の
府
令
は
、
不
正
競
争
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
七
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

別
表
（
第
三
条
第
三
項
関
係
）

第
二
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
由
に
よ
り
業
務
を
行
わ
な
い
期
間

軽
減
さ
れ
る
単
位
数

一
事
業
年
度
の
八
分
の
一
以
上
四
分
の
一
未
満
の
期
間

五
単
位

一
事
業
年
度
の
四
分
の
一
以
上
八
分
の
三
未
満
の
期
間

十
単
位

一
事
業
年
度
の
八
分
の
三
以
上
二
分
の
一
未
満
の
期
間

十
五
単
位

一
事
業
年
度
の
二
分
の
一
以
上
八
分
の
五
未
満
の
期
間

二
十
単
位

一
事
業
年
度
の
八
分
の
五
以
上
四
分
の
三
未
満
の
期
間

二
十
五
単
位

一
事
業
年
度
の
四
分
の
三
以
上
八
分
の
七
未
満
の
期
間

三
十
単
位

一
事
業
年
度
の
八
分
の
七
以
上
の
期
間

三
十
五
単
位

2



第
一
号
様
式
（
第
２
条
第
２
項
関
係
）

第一号様式（第２条第２項関係） 

         （日本産業規格Ａ４） 

研 修 免 除 申 請 書 

  年  月  日 

日本公認会計士協会会長 殿 

                              住 所 

                            氏 名 

   公認会計士法第28条に規定する研修に関する内閣府令第２条第１項の規定に基づき、日本公

認会計士協会が行う研修の免除を申請します。 

記 

１．免除を受けようとする事業年度 

２．免除を申請する理由（   号該当） 

３．添付書類 

（記載上の注意） 
１．上記２．には、（  ）内に第２条第１項各号のいずれかに該当する「号」を記載し、その
理由を具体的に記載すること。 
２．上記３．には、第２条第１項各号のいずれかに該当する事由を証する資料の名称を記載す
ること。 
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第
二
号
様
式
（
第
３
条
第
２
項
関
係
）

第二号様式（第３条第２項関係） 

         （日本産業規格Ａ４） 

研 修 軽 減 申 請 書 

  年  月  日 

日本公認会計士協会会長 殿 

                              住 所 

                            氏 名 

   公認会計士法第28条に規定する研修に関する内閣府令第３条第１項の規定に基づき、日本公

認会計士協会が行う研修について、必要単位数の軽減を申請します。 

記 

１．軽減を受けようとする事業年度 

２．軽減を申請する理由（   号該当） 

３．当該事業年度における公認会計士としての業務を行わない期間 

４．添付書類 

（記載上の注意） 
１．上記２．には、（  ）内に第２条第１項各号のいずれかに該当する「号」を記載し、その
理由を具体的に記載すること。 
２．上記４．には、第２条第１項各号のいずれかに該当する事由を証する資料の名称を記載す
ること。 
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